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第１章 基本的事項 計画策定の趣旨、計画の位置づけ、計画期間、基本理念、計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクルの実施） 

第２章 障がい者数の推移 障がい者手帳交付者数の推移、障害支援区分別認定者数の推移など 

第３章 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標（成果目標） 目標値設定に当たっての考え方、目標値、目標値達成に向けた取組 

第４章 障害福祉サービス等の見込量 障害福祉サービス等の実績、利用見込量、見込量に関する考え方、見込量の確保の考え方 

第５章 地域生活支援事業に関する各事業の見込量 地域生活支援事業に関する各事業の実績、利用見込量、見込量に関する考え方、見込量の確保の考え方 

 

青森市障がい福祉計画第４期計画（素案）の概要 

青森市障がい福祉計画第４期計画について 

「青森市障がい福祉計画第４期計画」は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（障害者総合支援法）第８８条の規定に基づき、国が定めた「障害福祉サー

ビス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（国の基本指

針）に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保等について定める計画です。 

第３期計画との比較（主な内容） 

計画期間 

（１）基本的事項 

 

（２）障害福祉サービスごとの見込み方、サービス見込量、見込量の確保の考え方 

 

（３）相談支援の見込み方、サービス見込量、見込量の確保の考え方 

 

（４）地域生活支援事業の見込み方、サービス見込量、見込量の確保の考え方 

第３期計画 第４期計画 

第４期計画策定の基本的な考え方及び記載内容 

平成２７年度～平成２９年度（３年間） 

○第４期計画策定の基本的な考え方 

本計画は国の基本指針に即した内容としているほか、目標値や見込量の設定に当たっては、国の基本指針や第３期の利用実績等を踏まえたものとしています。 

○記載内容 

【資料３】 

平成 27 年 1 月 30 日 

障がい者福祉専門分科会 

（１）基本的事項 

 

（２）障がい者数の推移 

 

（３）成果目標【新規】 

  ・障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標 

 

（４）障害福祉サービス等の見込量、見込量に関する考え方、見込量の確保の考え方 

  （障害福祉サービス、相談支援、障がい児支援【新規】） 

 

（５）地域生活支援事業に関する各事業の見込量、見込量に関する考え方、見込量の確保

の考え方 
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国の基本指針 目標値設定に当たっての考え方 目標値 目標値達成に向けた取組 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

（１）平成２５年度末時点の施設入所者数の１２％以上が地

域生活へ移行することを基本とする。 

（２）平成２９年度末時点の施設入所者数を、平成２５年度

末時点の施設入所者数から４％以上削減することを基

本とする。 

（１）施設入所者について、平成２５年度末時点４６１人の１２％が

地域生活へ移行することを目指します。 

（２）施設入所者について、平成２５年度末時点４６１人から４％削

減することを目指します。 

 

【理由】 

施設入所者の地域生活への移行者数は、新体系への移行が完了した

平成２４年以降、年平均で１８．５名となっており、今後も同程度は

地域生活へ移行すると見込まれる。また、施設入所支援を実施してい

る施設１３箇所のうち平成２７年１月１日現在で待機者のいない施

設は、１０箇所となっている。これらのことから、施設入所に対する

需要はそれほど高くないと予想されるため、国の基本指針のとおり目

標値を設定することとした。 

項 目 数 値 

平成２５年度末の入所者数（Ａ） ４６１人 

【目標値】地域生活移行者数（Ｂ） 
５６人 

(１２％) 

新規入所者数（Ｃ） ３７人 

【目標値】平成２９年度末の入所者数 

（Ｄ＝Ａ－Ｂ＋Ｃ） 
４４２人 

入所者削減数（Ａ－Ｄ） 
１９人 

(４％) 
 

○グループホーム等の「住まいの場」の設置

を促進し、就労移行支援や就労継続支援等

の「日中活動の場」の整備に努めます。 

 

○相談支援事業所と連携を図り、施設入所者

や待機者とともに、地域での生活が可能か

どうかの検討をより深めることなどによ

り、施設入所者の地域生活への移行を促進

します。 

２ 福祉施設から一般就労への移行等 

（１）福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じ

て、平成２９年度中に一般就労に移行する者の目標値の

設定に当たっては、平成２４年度の一般就労への移行実

績の２倍以上とすることを基本とする。 

（２）就労移行支援事業の利用者数については、平成２９年

度末における利用者数が平成２５年度末における利用

者数の６割以上増加することを目指すものとする。 

（３）事業所ごとの就労移行率については、就労移行支援事

業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を全体の５

割以上とすることを目指すものとする。 

（１）一般就労移行者については、平成２４年度実績の７人から２倍

を目指します。 

（２）就労移行支援事業の利用者数については、平成２５年度末実績

５４人から６割増加することを目指します。 

（３）就労移行支援事業所のうち、就労移行率が３割以上の事業所が

全体の５割とすることを目指します。 

【理由】 

民間企業等の障がい者雇用については、平成２５年度に法定雇用率

が引き上げられ、平成３０年度からは発達障がいを含む精神障がい者

が雇用義務化の対象となる。また、青森労働局管内における平成２６

年６月１日現在の民間企業の障がい者雇用率は、１．８３%であり、

年々増加しているものの、法定雇用率である２%には達しておらず、

雇用されている障がい者の割合は、身体障がい者が対前年比１．９%

の増、知的障がい者が対前年比１０．２%の増、精神障がい者が対前

年比３１．２%の増となっている。これらのことから、民間企業等の

障がい者雇用へのニーズは今後も高くなっていくと予想されるため、

国の基本指針のとおり目標値を設定することとした。 

項 目 数 値 

（１）平成２９年度中の一般就労移行者 １４人 

（２）就労移行支援事業の利用者数 ８７人 

（３）就労移行率が３割以上の就労移行

支援事業所の割合 
５０％ 

 

○就労に必要な訓練や相談など、障がいのあ

る方本人の状況に配慮した就労支援に努

めます。 

 

○ハローワークや就業・生活支援センターな

ど関係機関との連携を図り、障がい者雇用

の拡大を図ります。 

３ 地域生活支援拠点等の整備 

平成２９年度末までに各市町村又は各圏域（都道府県が

定める障害福祉圏域）に少なくとも１つを整備することを

基本とする。 

地域生活支援拠点等の整備を目指します。 

 

項 目 数 値 

平成２９年度末時点の整備数 １箇所 

○障がい者の地域生活を支援する機能（相

談、体験の機会・場、緊急時の受入・対応、

専門性、地域の体制づくり等）の集約等を

行う拠点等の整備について検討します。 

４ 入院中の精神科病院からの地域生活への移行 

（１）入院後３か月時点の退院率については、平成２９年度

における目標を６４％以上とすることを基本とする。 

（２）入院後１年時点の退院率については、平成２９年度に

おける目標を９１％以上とすることを基本とする。 

（３）長期在院者数については、平成２９年６月末時点の長

期在院者数を平成２４年６月末時点の長期在院者数か

ら１８％以上削減することを基本とする。 

本項目の成果目標については、県が所管することになるため、本計画では目標値を設定いたしませんが、本市では、「良質かつ

適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」（平成２６年厚生労働省告示第６５号）に示された入院医療中心の

精神医療から、精神障がい者の地域生活を支えるための精神医療への改革の実現を目指すという方針を踏まえ、精神障がい者を

地域で支える環境整備に努めます。 

○グループホーム等の「住まいの場」の設置

を促進し、就労移行支援や就労継続支援等

の「日中活動の場」の整備に努めます。 

 

○精神障がい者の地域生活への移行を促進

するため、精神科病院や相談支援事業所な

どで構成する本市の地域相談支援連絡会

において意見交換を行うなど、関係機関と

の連携を強化します。 

 

○障がいに対する理解の促進を図り、精神障

がい者が安心して地域生活への移行がで

きるよう努めます。 
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□ 障害福祉サービスの各サービスの見込量 

項 目 第３期計画実績・第４期計画見込量 見込量に関する考え方 見込量の確保の考え方 

１ 訪問系サービス 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・同行援護 

・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

区分 単位 

第３期実績 第４期見込量 

24 年度 25 年度 
26 年度

（見込） 
27 年度 28 年度 29 年度 

居宅介護 
人/月 305 378 406 436 468 503 

時間/月 9,559 12,223 13,423 14,738 16,182 17,768 

重度訪問介護 
人/月 8 11 14 17 20 23 

時間/月 1,649 2,155 2,734 3,332 3,920 4,508 

同行援護 
人/月 7 15 34 49 55 61 

時間/月 42 117 303 436 490 543 

行動援護 
人/月 25 26 23 23 23 23 

時間/月 163 155 137 137 137 137 

重度障害者等

包括支援 

人/月 0 0 0 0 0 0 

時間/月 0 0 0 0 0 0 

計 
人/月 345 430 477 525 566 610 

時間/月 11,413 14,650 16,597 18,643 20,729 22,956 
 

○居宅介護、重度訪問介護及び同行援護については、利

用実績が増加傾向にあること、また、成果目標である

福祉施設・精神科病院からの地域生活への移行を踏ま

え、今後も増加するものと見込みました。 

 

○行動援護については、利用者数が横ばい状態にあるこ

とから、今後も平成２６年度見込みのまま推移するも

のと見込みました。 

 

○重度障害者等包括支援については、これまでも利用実

績がないことから、今後も利用がないものと見込みま

した。 

○障がいのある方の高齢化や施設入所者の

地域移行に伴い、訪問系サービスの利用の

増加が見込まれることから、事業所の設置

を促進するほか、サービスを担う人材を確

保するなど、サービスの提供体制の確保に

努めます。 

 

○障がいのある方が在宅生活を維持できる

よう、実地指導や集団指導などによりサー

ビスの質的な向上を図ります。 

２ 日中活動系サービス 

・生活介護 

・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練） 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

・療養介護 

・短期入所（ショートステイ） 

区分 単位 

第３期実績 第４期見込量 

24 年度 25 年度 
26 年度

（見込） 
27 年度 28 年度 29 年度 

生活介護 
人/月 854  882  933  987  1,044  1,105  

人日/月 14,948  15,391  16,392  17,273  18,270  19,338  

自立訓練 

（機能訓練） 

人/月 4  1  1  1  1  1  

人日/月 29  20  14  14  14  14  

自立訓練 

（生活訓練） 

人/月 125  114  103  103  103  103  

人日/月 1,829  1,793  1,671  1,671  1,671  1,671  

就労移行支援 
人/月 83  54  56  65  75  87  

人日/月 1,637  1,104  1,102  1,294  1,493  1,731  

就労継続支援 

（Ａ型） 

人/月 119  174  201  232  268  310  

人日/月 2,534  3,567  4,164  4,826  5,574  6,448  

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人/月 420  495  573  664  769  891  

人日/月 7,663  9,073  10,602  12,151  14,073  16,305  

療養介護 
人/月 47  50  49  49  49  49  

人日/月 1,400  1,500  1,461  1,461  1,461  1,461  

短期入所 
人/月 61  66  64  64  64  64  

人日/月 342  370  361  361  361  361  
 

○日中活動系サービスでは、生活介護、就労継続支援Ａ

型及び就労継続支援Ｂ型については、利用実績が増加

傾向にあること、また、成果目標である福祉施設・精

神科病院からの地域生活への移行や福祉施設から一

般就労への移行を踏まえ、今後も増加するものと見込

みました。 

 

○就労移行支援については、成果目標に基づき、平成 

２９年度末の利用者数が平成２５年度末の利用者数

から６割増加するものと見込みました。 

 

○自立訓練（機能訓練）については、利用者数が横ばい

状態にあることから、今後も平成２６年度見込みのま

ま推移するものと見込みました。 

 

○自立訓練（生活訓練）については、利用実績が減少傾

向にあるものの、成果目標である精神科病院からの地

域生活への移行を踏まえ、今後も平成２６年度見込み

のまま推移するものと見込みました。 

 

○療養介護及び短期入所については、利用実績が横ばい

状態にあることから、今後も平成２６年度見込みのま

ま推移するものと見込みました。 

○施設入所者等の地域移行の促進が図られ

ることにより、障がいのある方が一般住宅

やグループホームに居住し、日中活動系サ

ービスを利用することが想定されること

から、事業所の設置を促進するなど、サー

ビスの提供体制の確保に努めます。 

 

○障がいのある方が住み慣れた地域で自立

した生活を送れるよう、実地指導や集団指

導などによりサービスの質的な向上を図

ります。 

 

○就労移行支援や就労継続支援については、

ハローワークや就業・生活支援センター等

の関係機関と情報交換等により連携に努

めます。 
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項 目 第３期計画実績・第４期計画見込量 見込量に関する考え方 見込量の確保の考え方 

３ 居住系サービス 

・共同生活援助（グループホーム） 

・施設入所支援 

区分 単位 

第３期実績 第４期見込量 

24 年度 25 年度 
26 年度

（見込） 
27 年度 28 年度 29 年度 

共同生活援助 人/月 186 189 204 227 250 275 

施設入所支援 人/月 462 461 461 454 448 442 
 

○共同生活援助については、利用実績が増加傾向にある

こと、また、成果目標である福祉施設からの地域生活

への移行を踏まえ、今後も増加するものと見込みまし

た。 

 

○施設入所支援については、利用実績が横ばい状態にあ

るものの、成果目標に基づき、平成２９年度末の施設

入所者数が平成２５年度末時点から４％削減するも

のと見込みました。 

○入院や入所中の障がいのある方の地域生

活への移行を促すとともに、グループホー

ムの設置を促進するなど、提供体制の確保

に努めます。 

 

４ 相談支援 

・計画相談支援 

・地域移行支援 

・地域定着支援 

区分 単位 

第３期実績 第４期見込量 

24 年度 25 年度 
26 年度

（見込） 
27 年度 28 年度 29 年度 

計画相談支援 人/月 79 255 439 474 511 553 

地域移行支援 人/月 1 1 1 4 6 8 

地域定着支援 人/月 1 4 6 8 10 12 
 

○計画相談支援については、平成２６年度中に全てのサ

ービス受給者の計画作成が完了する予定となってお

り、訪問系、日中活動系及び居住系の各サービスの利

用者数が増加傾向にあることから、今後も増加するも

のと見込みました。 

 

○地域移行支援及び地域定着支援については、成果目標

である精神科病院からの地域生活への移行を考慮し

て、増加するものと見込みました。 

○障がいのある方の特性や実情に応じた適

切な相談支援事業を実施するため、相談支

援事業所との連携を図るなどして、相談支

援体制の充実に努めます。 

 

○計画相談支援については、相談支援事業所

連絡会議を活用し、情報共有や事例検討を

行うほか、他機関が行う研修への参加を促

すなどして、相談支援専門員のスキルアッ

プを図るとともに、サービス提供体制の確

保に努めます。 

 

○精神障がい者の地域生活への移行を促進

するため、精神科病院や相談支援事業所な

どで構成する本市の地域相談支援連絡会

において意見交換を行うなど、関係機関と

の連携を強化します。 

５ 障がい児支援 

・児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

・保育所等訪問支援 

・医療型児童発達支援 

・障害児相談支援 

区分 単位 

第３期実績 第４期見込量 

24 年度 25 年度 
26 年度

（見込） 
27 年度 28 年度 29 年度 

児童発達支援 
人/月 77 86 98 112 128 146 

人日/月 783 901 992 1,154 1,318 1,504 

放課後等デイ

サービス 

人/月 212 288 349 423 513 622 

人日/月 1,434 2,351 2,695 3,215 3,899 4,727 

保育所等訪問

支援 

人/月 0 1 3 5 7 9 

人日/月 0 1 4 7 9 12 

医療型児童発

達支援 

人/月 6 7 7 7 7 7 

人日/月 48 60 59 59 59 59 

障害児相談支

援 
人/月 20 53 93 111 133 159 

 

○児童発達支援、放課後等デイサービス及び保育所等訪

問支援については、利用実績が増加傾向にあることか

ら、今後も増加するものと見込みました。 

 

○医療型児童発達支援については、利用実績が横ばい状

態にあることから、今後も平成２６年度見込みのまま

推移するものと見込みました。 

 

○障害児相談支援については、児童発達支援及び放課後

等デイサービスの利用者数が増加傾向にあることか

ら、今後も増加するものと見込みました。 

○障がいのある児童が必要な支援を受ける

ことができるよう、教育・保育等の関係機

関と連携していくほか、事業所の定員増や

設置を促進するなど、障がい児支援の提供

体制の確保に努めます。 

 

○相談支援体制の充実を図り、ライフステー

ジに応じて、一貫した支援が身近な場所

で、適切に提供されるよう、関係機関のネ

ットワーク体制の構築等に努めます。 
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□ 地域生活支援事業の各サービスの見込量 

項 目 第３期計画実績・第４期計画見込量 見込量に関する考え方 見込量の確保の考え方 

地域生活支援事業 

・障害者に対する理解を深めるた

めの啓発事業 

・障害者相談支援事業 

・成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度法人後見支援事業 

・手話通訳者派遣事業 

・要約筆記者派遣事業 

・手話通訳者設置事業 

・入院時意思疎通支援事業 

・日常生活用具給付等事業 

・点訳・手話奉仕員養成事業 

・障害者外出介護サービス事業 

・地域活動支援センター事業 

・障害児等療育支援事業 

・手話通訳者養成研修事業 

・日中一時支援事業 

・福祉ホーム 

・訪問入浴サービス事業 

・点字・声の広報等発行事業 

・自動車運転免許取得・改造費助

成事業 

区分 単位 

第３期実績 第４期見込量 

24 年度 25 年度 
26 年度

（見込） 
27 年度 28 年度 29 年度 

障害者に対する理解

を深めるための啓発

事業【新規】 

実施の

有無 
－ 有 有 有 有 有 

障害者相談支援事業 箇所 6 6 6 6 6 6 

成年後見制度利用支

援事業 
人/年 3 2 8 8 8 8 

成年後見制度法人後

見支援事業【新規】 

実施の

有無 
－ 有 有 有 有 有 

手話通訳者派遣事業 件 829 967 1,107 1,268 1,452 1,663 

要約筆記者派遣事業 件 103 103 86 86 86 86 

手話通訳者設置事業 人 2 2 2 2 2 2 

入院時意思疎通支援

事業【新規】 

人 － － － 2 2 2 

時間 － － － 240 240 240 

日常生活用具給付等

事業 
件 6,160 6,385 7,109 7,623 8,189 8,798 

点訳・手話奉仕員養

成事業 
人 73 75 76 76 76 76 

障害者外出介護サー

ビス事業 

人 131 141 127 127 127 127 

時間 20,319 21,753 19,861 19,861 19,861 19,861 

地域活動支援センタ

ー事業 

箇所 8 8 7 7 7 7 

人 38,157 37,829 34,701 34,701 34,701 34,701 

障害児等療育支援事

業 
箇所 2 2 3 3 3 3 

手話通訳者養成研修

事業【新規】 
人 － － 25 30 30 30 

日中一時支援事業 
人/月 201 186 183 183 183 183 

回/年 18,329 15,239 15,286 15,286 15,286 15,286 

福祉ホーム 箇所 1 1 1 1 1 1 

訪問入浴サービス事

業 
人/年 12 11 12 12 12 12 

点字・声の広報等発

行事業 

実施事

業数 
6 6 6 6 6 6 

自動車運転免許取

得・改造費助成事業 
件/年 13 11 14 14 14 14 

 

【新規事業】  

○障害者に対する理解を深めるための啓発事業（平成 

２５年度～） 

 障がいについて正しく理解し、共に支え合っていく意

識を育むため、福祉読本の配布やパネル展示等を行う

など、広く市民へ障がい者に対する理解を深めるため

の事業を実施します。 

○障害者に対する理解を深めるための啓発

事業 

これまでの取組に加え、更に障害者自立支

援協議会や障がい者団体との連携を図り

ながら、障がいに対する理解を促進するた

めの各種事業に取り組みます。 

○成年後見制度法人後見支援事業（平成２５年度～） 

 成年後見制度の円滑な利用を支援するため、法人後見

実施団体の人材育成及び市民後見人の活用を図るた

めの研修を行います。 

○成年後見制度法人後見支援事業 

 これまでの取組に加え、更に社会福祉法人

等の法人後見実施団体やその他関係機関

との連携を図りながら、法人後見活動を支

援するための研修を実施します。 

○入院時意思疎通支援事業（平成２７年度～） 

 意思疎通が困難な障がいのある方が入院した際に、本

人の意思を医療従事者に伝えるため入院時意思疎通

支援事業を実施し、当面、年間２４０時間で推移する

と見込みました。 

○入院時意思疎通支援事業 

 障がいのある方やそのご家族、相談支援事

業所などへ周知するとともに、居宅介護事

業所や医療機関との連携を図りながら、入

院時における意思疎通支援の提供体制の

確保に努めます。 

○手話通訳者養成研修事業（平成２６年度～） 

 聴覚障がいのある方等の福祉増進と社会参加推進の

ため手話通訳者養成研修を実施します。 

見込量については、平成２６年度の養成研修の通訳

Ⅰ・Ⅱ修了見込者数２５人に、実践課程の修了見込者

数５人を加算し３０人と見込みました。 

○手話通訳者養成研修事業 

 手話奉仕員養成講座修了者に対して手話

通訳者養成研修の受講を働きかけるとと

もに、ろうあ協会等の関係機関との連携を

図りながら、手話通訳者を養成するための

研修を実施します。 

【その他の事業】  

○手話通訳者派遣事業及び日常生活用具給付等事業に

ついては、利用実績が増加傾向にあることから、今後

も増加するものと見込み、障害者相談支援事業その他

１２事業については、利用実績に大幅な変動がないこ

とから平成２６年度見込みのまま推移するものと見

込みました。 

○手話通訳者養成研修事業により養成した

手話通訳者の登録を求め、サービス提供体

制を確保します。 

○日常生活用具給付等事業については、障が

いの状況に応じて必要となる日常生活用

具について、適切な給付に努めます。 

○これまでの取組に加え、相談支援事業所、

障害福祉サービス事業所その他の関係機

関との連携を図りながら障がいのある方

が地域で安心して自立した生活ができる

よう各事業に取り組みます。 

【終了事業】 

○就職支度金給付事業 
本事業は、就労移行支援事業又は就労継続支援事業を利用し、就職する等により自立する場合に就
職支度金を支給する事業でしたが、障がいのある方の社会復帰への貢献度は低いと判断されるため、
平成２５年度で終了しました。 

○ガイドヘルパー派遣事業 
本事業は、視覚障がいのある方等の外出時の支援を行う事業ですが、本事業を利用している全ての
方が、同様のサービスとなる障害福祉サービスの同行援護へ移行したことにより、平成２６年度で
の終了を予定しています。 

 


